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①　　誰もがその人らしさを尊重され、社会に参加し、安心して生きられ
る社会。そういう社会は経済的にも災害に対しても強い。誰もがその
人らしく生きられる社会では、性別、年齢、出身、障害の有無などに
かかわらず、各人に個性に応じた出番があるだろう。ときにつまずい
て落ち込んでも、誰かがさりげなく寄り添ってくれるから、家庭で安
心して憩い、職場で役割を果たしていける。寄り添う誰かには、NPO
や役所の親切な担当さんもいるので、おひとりさまでも大丈夫。災害
の被害もむやみに大きくならず、立ち直りは速い。
自分の子どもを生んでも生まなくても、幼い人を育くむことにかか
われば、自分自身も育つ。自分がつまずいた頃をふりかえりながら、
いま困っている誰かに寄り添ったり、親しい人を看取ることが、休暇
制度などによって社会的にサポートされている。そしていつかは自分
が看取られる。
私は、そのような包摂する社会を希求しながら研究してきたが、残
念ながら日本の現状は、包摂する社会にはほど遠い。2008年リーマ
ンショックの際にも、2011年３月11日の東日本大震災にたいして
も、日本社会は深刻な脆弱性を露呈した。その脆弱性を、国際比較や
時系列比較を通じて照らし出し、回復力のある強靭（レジリエント）
な社会へと再構築する上での示唆を得ることが、本書のテーマである
（大沢 2013：i）。
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②　　日本における男女共同参画への取り組みは、「差別なき社会」の実
現という究極目標からはずいぶんと逸れてきたと見る論者は少なく
ない。そもそも「男女共同参画」という表現はその英語訳がgender 
equalityであるにもかかわらず、日本語には言語に含まれる「平等
Equality」が反映されていないことにはしばしば懸念が示されてきた。
本論から明らかになったのは、不平等やハラスメントの問題を個人化・
心理化することなく、不均衡な構造の変革を通じた「差別なき社会」
の十全な実現という原点を繰り返し確認する必要があるという点であ
る。(1)多様性に向けてのPA（ポジティブ・アクション）による実質
的な格差是正、「差別なき社会」の実現という目的に対する合理的手
段であるが、しかし(2)SH（セクシャル・ハラスメント）の撲滅に向
けての取り組みが共同する必要がある——この二点が、学術分野にお
ける今後の男女共同参画に対する本稿からのメッセージとなるだろう
（池田　2015: 50）。　
③　　家族をナショナルな視座から考察する場合、すなわち、たとえば西
欧諸国のナショナルな家族法の変化に目を向ける場合……男女間のよ
り一層の平等が実現された、少なくともそう約束されたと断言できる。
西洋の家族をコスモポリティックな観点から考察する場合に気づくの
は、それがせいぜいのところ半分の真実でしかないこと、平等の増大
は、親としての仕事や家事労働の主要部分を「グローバルな他者」——
「母親代わりの人」や「家事労働移住女性」——へと「売りに出すこと」
を前提として成立していることだ。
このきわめて重要な国際分業——「グローバルな他者」との実存的
な関わり合い——は、（中略）きわめて具体的に、直接的に、個人的
に生じる。このような「地平の融合」は、外から家族のなかへと持ち
込まれるのではなく、むしろ家族内の諸前提、西洋の女性解放と男
性の態度の頑なさと保育所不足と世界における貧富の格差などが共に
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作用した結果、世界的に、まったく標準的な、籍と母国語が同じ家族
……という上面の背後で生じる。
……グローバルな他者——家事労働移住女性は——「排除された」
まま、同時に「包み込まれる」（Beck und Beck-Gernsheim 2011: 
邦訳版162-163）。
④　　フェミニスト現象学者たちは、周辺化されたり、不可視化されたり、
抑圧されている生きた経験の問題にアプローチするため、現象学が有
効な手段を提供すると考えている。とりわけ身体化された自己はどの
ように形作られ、特徴づけられるのか。そして他人や生活環境とどの
ように結ばれているのかを考えるための優れた出発点を、身体の生き
た経験を焦点化する現象学的身体論が提供すると考える。
ヤングは、ジェンダー構造は、個人の身体を介して、常に個人の応
答として生きられる点を指摘する。だから、ヤングが身体経験を重視
するのは、フェミニスト哲学が長らく戦ってきた「本質主義」へ逆戻
りするためではない。ジェンダー、セクシュアリティ、階級、人種、病、
障害といった固有性がその上で働くような、政治的に中立な無記名の
身体を想定しているからでもない。ヤングは、わたしたちが様々な制
度、規範を現に経験するのは身体を介してであると考えるからこそ、
当の身体経験を注視するのである。
ヤングの見解をもとにして、フェミニスト現象学を素描するならば
次のようになるだろう。すなわち身体のあり方によって生ずる経験の
違いは、人間の認識や、この社会の中でのあり方を総合的に理解する
ためにきわめて重要な要因である。だからこそ、その経験のあり方の
解明を行うために、この社会の中で「女性の身体経験」と名付けられ
ている経験にまずは着目する（齋藤　2015：135-137）。
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はじめに
１ 「女性の活躍推進法」社会への戸惑い　
２ 活躍法」に先行した、自治体の男女共同参画モデル事業所づくり
３ 弱さを包摂する社会へ、回復力あるレジリエントな社会へ 
４ 格差社会のジェンダー構造の変化
５ 新しい移住労働の〈女性化〉
おわりに
はじめに
　四つものエピグラフを配したのは、これらのエピグラフの声に耳を傾け
るところから、それぞれから差し出され問われている課題をつなぐところ
から、本稿の立てた「男女共同参画の〈規範性〉」の輪郭が立ち上ってく
ることを期してのことである。
　すなわち①の大沢からは、「弱さを包摂する、レジリエント（強靭）な社会」
という言葉に「男女共同参画」の目的とする社会イメージをつなぎ留め、
②の池田からは、日本における男女共同参画の取り組みが「差別なき社会」
の実現という究極目標からずいぶんと逸れているというこの認識をしっか
りと受け止め直すこと。さらに③のベックたちからは、グローバル化・ト
ランスナショナル化する貧富の格差激しい現代においては、もはやナショ
ナルな枠組みで男女共同参画を語ることが困難であり、正義のグローバル・
スタンダードへの視点を不可欠とすることが課題となってくるであろう。
　弱さを包摂する社会、ジェンダー平等／差別のない社会、正義のグロー
バル・スタンダードの実現、これらの課題を前にして、それらが要請され
る現実と向き合う対抗主体をどこにみいだすことができるのか。このこと
についての深い示唆が、エピグラフ㈬の齋藤の言葉には示されている。す
なわち、この時代を生きる女性身体の経験が意味をもって立ち現れてくる
こと、フェミニスト現象学と男女共同参画を接合するところにその可能性
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を問おうというものである。
　この時代、すなわち男女共同参画推進や女性活躍推進といった言葉の行
き交う言説空間を生きる現代の女性身体が経験する固有の抑圧とは、次の
ようなものであろう。グローバル化する資本主義の中心部に包摂されつつ、
しかし同時にさまざまな形で周辺化され、不可視化されるような経験もす
る。それを一人の女性としての内面にジレンマや不安や生き難さ感として
抱えこみ、そのリスク管理を個人的に担わざるをえないような経験である。
彼女たちの生きる身体の経験に照準して、その「違和」や「居心地の悪さ」
の現代の女性の抱えている問題を析出していくことのなかから「男女共同
参画の〈規範性〉」の輪郭を描き出す手掛かりを求めているのである。
　ところで、エピグラフの池田の指摘するように、「男女共同参画」は、
その言葉の目指す性差別撤廃、「Gender Equality男女平等」を目指すフェ
ミニズムの政治目的に照らし合わせると、きわめて「日本的修正」をおび
た言葉である。しかしながら、日本の女性政策の場面ではもはやこの「男
女共同参画」の言葉で以って「Gender Equality男女平等」に関わる諸施
策が一定の浸透・定着をみてしまっている以上、本稿は男女共同参画をめ
ぐる名称問題についてはひとまず棚上げし、むしろ「男女共同参画の〈規
範性〉への問い」を立て、その議論の射程を広く深くとることによって、「男
女共同参画」の思想的な内実化を図ることに主眼をおきたい。そのことに
よって、「Gender Equality男女平等」の意味内容を付与し直していこうと
するものである。
　他方、この男女共同参画の日本的修正についての別の形での表現は、日
本の女性政策の場面での「男女共同参画」がときに〈行政フェミニズム〉
とも〈日の丸フェミニズム〉とも評されることとも無関係ではない。そこ
で問題とされるのは、「ジェンダー平等」の実現に向けた取り組みである
べき「男女共同参画」の諸施策のなかに滑り込む「特性論的平等観」であり、
これが男女共同参画の施策の整合性にノイズをもち込むことにある。
金井　男女共同参画の〈規範性〉への問い （１）
146
　すなわち「特性論平等論」は既存のジェンダー秩序批判に踏み込まず、「男
女の特性を生かした共同参画」の立場をとる。このジェンダー保守主義の
主張によって、日本の女性政策の場面は、「男女共同参画」バックラッシュ
や「ジェンダーフリー教育」バッシングといった政治的な動きによって施
策の推進の揺れ戻しを余儀なくされることが少なくない。それは、「男女
平等基本法」であるべき「男女共同参画社会基本法」が「平等」を「共同
参画」の名称に代えるという妥協をすることでかろうじて成立を見た経緯
にまさに象徴的であり、行政フェミニズムの場面での「平等観」をめぐる
攻防はいまに続いている。以下にみる「女性活躍推進法」にもそれは影を
落とす結果になっている。
　ところが、アベノミクス／ウーマノミクスのアドバルーンとともに「女
性の活躍推進法」が幕開いた現在の日本社会には、「ネオリベ・男女共同
参画相乗り」で進められる「女性の社会的戦力化」への追い風が吹いてい
る。「ジェンダー平等vs.特性論平等」の対立構図という「ネオリベ・男女
共同参画相乗り」とはベクトルを異にする動きである。すなわちアベノミ
クス／ウーマノミクスの経済社会活性化戦略の一環に位置づけられた「女
性の活用・登用」が、男女共同参画／フェミニズムの求める社会像や価値
観をまたぎ越して女性を社会に押し出す「女性への上昇圧力」を作ってい
る。「フェミニズムはネオリベとのつばぜりあいの中にある」と評される
所以である。もとより性差別撤廃、「Gender Equality男女平等」という政
治目的を立て、その実現を目指すフェミニズムが、経済合理主義的原理に
基づくネオリベの女性戦力化のダイバーシティ政策に完全に席捲されかね
ない状況に男女共同参画／フェミニズムの未来を託することはもちろんで
きないであろう。
　「女性登用のポジティブ・アクション」と「働き方の男性中心モデル改革」
を強くうち出した「女性活躍推進法」は一面では確かに、一部に輝く女性
を輩出するであろう。しかし、それは女性総体の状況の底上げにはつなが
るとは考えにくい。現実の格差社会の深刻な問題状況のなかで多くの女性
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たちを貧困と格差のなかに取り残してしまうことになる懸念のほうが大き
い。
　しかも「女性活躍推進法」にも、先述の特性論的平等観が影を落として
いる。女性活用登用推進のネオリベ路線とは裏腹に、この法への別の期待
として、女性の生き方、家族・社会のあり方の方向づけにおいては、ジェ
ンダー規範遵守の定型的な女性観や家族観をしっかりしのばせているから
だ。これはつまり、前記したような「基本法」に滑り込んだ少子・高齢化・
社会経済活性化のための女性活用・女性活躍推進については、アベノミク
スのネオリベラリズム政策に位置づけているが、男女特性論的な平等観の
克服という視点は明示されていないことを意味することになるであろう。
「女性活躍推進法」体制は、「男女共同参画」の取り組みを「差別なき社会
の実現」という究極の目標からさらに遠ざけてしまうのではないか。本稿
の関心軸の一つがここにある。
　以下本稿は「男女共同参画」の規範性への議論に向けた「現状編」とし
て位置づけている。「男女共同参画」を取り巻く状況について取り上げ、
別稿（2）において「理論編」として、現代フェミニズム・ジェンダー研
究のフロンティアを俯瞰的に整理し、国連主導の女性の人権政策と日本の
国内的女性政策における「日本的修正」についても改めて言及することと
なる。
　現状編でもっとも問題化したいことは、エピグラフのベックたちが描き
出す家事労働移住女性たちが「女性活躍推進法」体制を生きる日本社会の
女性たちとどこでどのような形で接点をもつことになるのかについてであ
る。ベックが『愛は遠く離れて』で描く「家事労働の国内的グローバル化
と国際分業化」は、家族内にある養育やケア、さらに家事労働が国境を越
えた分業のもとに売りに出されるアウトソーシングとして成り立ってしま
う。西欧の女性運動による平等の増大は、親としての仕事や家事労働の主
要部分を「グローバルな他者」——「母親代わりの人」や「家事労働移住
女性」——へと「売りに出すこと」を前提として成立している。
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　この状況はいまや日本社会を例外とはしないであろう。日本社会の「活
躍する輝く女性」は、越境的なケアの連鎖としておこっている家事労働移
住女性というグローバルな他者との実存的依存関係をどのように築くこと
になるのか。もはやナショナルな枠組みで男女共同参画を語ることは困難
であり、「弱さを包摂する社会」には、トランスナショナルなケアのグロー
バル・チェーン化の中での「正義のグローバル・スタンダード」への視点
が不可欠となる。それゆえに、別稿（2）は、男女共同参画を20世紀後半
期のフェミニズムの広範な運動・思想・理論の蓄積のなかに位置づけるこ
とを不可避の課題としている。とりもなおさずそれは、フェミニズムにも
自己参照的なまなざしとして、「イズムを超えて」何らかの形で新しい社
会像や価値軸を提案していくことを問うことともなる。エピグラフ㈬の
フェミニスト現象学への言及は、本稿（1）から別稿（2）における筆者の「ケ
アロジー・ケアの思想」構築への橋渡しと位置付けている。
１「女性の活躍推進法」社会への戸惑い　
「働き方の男性中心モデル」の変革に踏み込んだ「活躍法」
　女性の活躍推進法の正式名は、「女性の職業生活における活躍の推進に
関する法律」で、2015年８月28日制定、2016年４月１日施行、10年間の
時限立法である。法の目的（１条）は次のとおりである。
　「この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営
もうとする女性がその個性と能力を十分に発揮して職業生活において
活躍すること（以下「女性の職業生活における活躍」という。）がいっ
そう重要になっていることに鑑み、男女共同参画社会基本法（平成
十一年法律第七十八号）の基本理念にのっとり、女性の職業生活にお
ける活躍の推進について、その基本原則を定め、並びに国、地方公共
団体及び事業主の責務を明らかにするとともに、基本方針及び事業主
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の行動計画の策定、女性の職業生活における活躍を推進するための支
援措置等について定めることにより、女性の職業生活における活躍を
迅速かつ重点的に推進し、もって男女の人権が尊重され、かつ急激な
少子高齢化の進展、国民の需要の多様化その他の社会経済情勢の変化
に対応できる豊かで活力ある社会を実現することを目的とする。」
　昨年2016年４月に施行をみた「女性の活躍推進法」（以下「活躍法」）には、
女性活用・登用の道を加速化する政策を、国、地方公共団体、事業主の責
務とすることが盛り込まれている。同法はとくに従業者301人以上の事業
主に、数値目標を立てて年次行動計画を策定することを義務づけ、達成の
報告を求めている。さらに、女性の登用促進を実効性あるものとするうえ
で日本社会の「働き方の男性中心モデル」の変革が不可避かつ喫緊の課題
であることを打ち出している。
　戦後の高度成長期に登場した独特の労働慣行である「残業・長時間労働・
転勤」を前提としてきたこの「働き方の男性中心モデル」こそ、日本の社
会政策がとる主婦優遇策・女性のМ字型ライフサイクルモデルへの政策誘
導の両輪策であり、日本社会の家族とジェンダー関係を根底のところで規
定し、「日本型性別役割分業」を温存させ、女性の自立と社会参画を阻ん
できた壁である。ようやくその改革に踏み込むことに手がつけられたので
ある。
　「活躍法」はこれまでの日本社会の女性政策の取り組みにおいて、最後
まで踏み入れられずにきた「働き方の男性中心モデル」からの離床・働き
方改革を強く打ち出している。それはこの法のもっともポジティブな可能
性ある側面として評価すべき点であり、この法と同時にスタートした国の
第四次男女共同参画プランは女性登用の加速化政策と「働き方の男性中心
モデル」改革政策を展開中である。その成果は大いに期待したい。しかし
この「活躍法」の由来、取り巻く状況、さらに日本の女性政策のなかに根
深い平等観をめぐる対立構図を考慮すると、手放しでの楽観視はできない。
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日本の男性中心働き方モデルからの離床と言っても、そもそも非正規職化
が４割にも及んでいる雇用状況では、すでに男性中心働き方モデルが解体
しつつあるのであり、そのなかにあって非正規職の不安定な雇用のなかに
置かれているのも圧倒的に女性たちであり（非正規職雇用の８割が女性）、
彼女たちは「活躍法」の支援の対象からはすでにあらかじめこの法の対象
外に置かれている。
「活躍法」は所詮「エリート女性法」ではないか？
　「活躍法」には、基本法の日本的修正から引き継がれた法に内在する問
題と、さらにこの法を取り巻く現下の状況、すなわちアベノミクス・ネオ
リベ的政策との関係における問題との両面で、法への取り組み進捗に影を
落とすことになる懸念もいくつかある。以下、本節では「活躍法」に内在
する、あるいは流れ込む日本的修正ともいうべき問題に焦点化して、「活
躍法」の問題・課題に触れておきたい。
　すでに女性学・ジェンダー研究の場面では、法の施行に先立って第二次
安倍政権の新戦略「女性の活躍推進政策」が掲げられたあたりから法制化
に至る経過を注視してきており、筆者の所属する日本女性学会は2016年度
の大会シンポジウムのテーマを「女性の活躍推進法」として議論を尽くし、
この法のもつポジティブ・ネガティブ両面を明らかにした。そこで筆者は、
問題とすべきが「活躍法」に内在するあるいは流れ込む日本的修正にある
ということを確認することとなったi。
　ちなみに、「活躍法」に対してスタート当初からすでに各方面から呈さ
れている批判・危惧は、そもそもアベノミクスに由来する「活躍法」は「基
本法」と相容れる法なのか？　21世紀版、「女性の〈産めよ・働けよ〉」の
総動員体制ではないのか？　一部の上層女性のキャッチアップには効力を
発揮しても、女性総体を押し上げることにはつながらないだろう。「活躍法」
は所詮「エリート女性法」ではないか？　多くの女性が置かれている困難
な状況を不問視して、「202030」の性急な数字合わせの女性登用促進を進
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めれば、いずれそれはさまざまな場面に社会的緊張を作り、バックラッシュ
として返ってくるのではないか？　等々、だったii。
　「活躍法」は法の目的・対象に「あらゆる女性を対象とする、職業生活
の活躍推進」を謳う。しかし「女性の活躍推進法」の原則として随所で強
調される「女性の職業生活における活躍推進」は、キャリア支援およびワー
クライフバランス支援とのバーターで〈女性の活躍〉をもとめるという発
想であり、そこには「家族を形成する男女」というカップル単位主義の家
族観が前提視されている。家庭生活と職業生活の両立支援と謳っていると
ころですでにそこには、働く女性のうち、もっとも支援を必要としている
層の多様な家族の現実に関する視点・問題意識は見えにくい。厳しい財政
状況に置かれているひとり親世帯、とくにシングルマザー世帯等に対する
視点は希薄である。すなわち、女性活躍推進法の一つの特徴として浮かび
出ているのは、結婚も職業生活も手にした「理想家族」を有するエリート
女性を支援する法であっても、すべての女性が輝く社会実現への期待を託
せるものではないのではないかということだ。
「活躍法」の理想主義的家族像と「改憲」論議
　上記のような批判・危惧・疑問のよってきたる根底にある問題も、「活
躍法」に内在する、あるいは流れ込む異なる思惑の同床異夢的な産物であ
ることに帰されるように思われる。すなわちこの法を特徴づけている「ネ
オリベ／保守」と「ネオリベ／男女共同参画・フェミニズム」のこの法へ
の異なる期待・思惑の交差にあるのではないかということだ。
　実際この「活躍法」には、女性活用登用推進のネオリベ路線とは裏腹
に、この法への保守的期待として、女性の生き方、家族・社会のあり方の
方向づけにおいては、ジェンダー規範を遵守する定型的な女性観や家族観
をしっかりしのばせている。そのことは、異性愛カップル主義の家族観や、
男女特性論的な平等観の克服という視点が明示されていないことを意味す
るであろう。
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　これは「基本法」からの特性論的男女共同参画を引き継ぐ問題として、「活
躍法」が描く「理想主義的家族像」は、「多様な生き方の選択・多様なラ
イフスタイルの選好の自由」を追求してきた男女共同参画推進の方向性と
は明らかに逆行する、定型的な生き方の押しつけにつながっていることを
指摘しておかねばならないだろう。
　しかもそのことは、「改憲」への動きが加速化するなかにあって、戦争
放棄・平和主義を規定する「９条」だけでなく、「24条」「25条」の個人の
尊重や家族のあり方、さらに基本的人権の書き換えにつながる方向がでて
いることとも強く響きあっているがゆえに、とくに危惧されるのである。
戦後日本国憲法によって保障されることとなった「24条」「25条」の「個」
の尊重と男女平等の理念こそ、戦前の家父長制度からの解放を象徴する条
項であるが、「改憲」草案はまさにそこにも踏み込み、「家族は助け合わな
ければいけない」や「美しい国・日本づくり」といった文言を入れようと
している。「家族は助け合わなければいけない」の何が問題なのか。言葉
としては一見抵抗なく受け止められてしまうかもしれないが、憲法の条項
にこの文言が入ることは、戦後社会の民主化の取り組みもジェンダー平等・
男女共同参画の築いてきたものも土台から崩すことになりかねない。
　男女共同参画は共同体主義や家族主義、それを支える一夫一婦制度婚観
や性別役割規範、さらに異性愛中心主義にまで踏み込んで、それらと戦い
つつ「誰もがその人らしさを尊重され、社会に参加し、安心して生きられ
る社会」づくりに取り組んできたはずなのに、そのはしごが外されかねな
い。憲法の言葉で「家族の助け合い」や「美しい国づくり」が「規範化」
されることの怖さは、それが、男女共同参画社会基本法推進の足場を切り
崩しかねない危険性、女性の個としての社会的自立の壁となってきた「家
族観」や「母性規範」からの解放を志向してきたフェミニズム政治に対す
るバックラッシュの動きにつながる危惧を禁じ得ないからだ。
　安保法制強行採決以来、昨夏の参議院選の自公勢力圧勝のなかで勢いづ
く「憲法改正」草案の改憲構想が「１条」「９条」に踏み込むにとどまらず、「24
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条」「25条」に及ぶものであることが明らかになりつつある現在、「活躍法」
をどう評価するかに関わって、同法が描く「理想主義的家族像」への批判
的視点をどう明確にしていくかということは重要な問題であろう。
　同法は、女性の職業生活における活躍推進のための支援策を掲げる場面
では女性に対して「これまでの育児や介護などの経験を生かして地域で活
躍できるための支援を拡充する」と謳う。こういった文言から垣間見えて
くるのは、やはり女性の活躍への期待が、「ケア要員（ワーカーであれボ
ランティアであれ）としての女性」であることにも、この法の問題とすべ
き点が見えてこよう。
女性の「マルチキャリアパス・モデル」は働き方の「新М字型」か？
　しかももう一点、じつは「女性活躍推進法」の目指す女性活躍・登用促
進の真のターゲットが、理系の女性研究者養成・リケジョ増産にあるとい
うことだ。2005年にスタートした「女性研究者育成支援」策にあたり、年
間億単位のこの外部資金を大学に引き入れることができたのは、理工系学
部を擁する大学であった。それは、資金の性格が「理系女子・リケジョ」
の言葉に象徴されるように、科学技術立国を目指す日本社会の産業振興政
策の一環として位置づけられた理系女子学生・女性研究者を育成すること
にあったからだ。それが「活躍法」にはリケジョ・理系専門職女性育成と
して第５期科学技術基本計画（2016年１月22日）とともに盛り込まれて
いる。
　そこで提案されている女性研究者の「マルチキャリアパス・モデル」育
成は詰まるところ、高学歴専門職女性を対象とする女性の働き方のモデル
開発であった。一人のリケジョ院生が研究キァリア形成途上で結婚したり、
夫の勤務地に移動・子育てしたりで研究を継続することが困難な場合でも、
所属研究室がその女性に実験助手を配置し、データの作成など研究室でで
きる作業を補助してデータをインターネットで送り、女性がキャリアト
ラックから完全には外れないように在宅研究を多面的にサポートする体制
金井　男女共同参画の〈規範性〉への問い （１）
154
である。こうして博論完成までこぎつけておけば、この女性はいずれ専門
職として雇用される道にもつながるというのだ。大学院後期課程に在籍す
るキャリアトラックの途上にある女性の専門職・研究者予備軍を結婚子育
てでみすみす家庭に埋もれさせることを回避できるのである。見事にそれ
はグローバル資本主義下の格差社会の進行の下での、女性労働力の再配置
と高学歴女性の働き方の「新М字型」への誘導という位置づけをもつもの
であった。
　周知のように戦後日本社会の女性の働き方を特徴づけてきたМ字型モデ
ル、女性の家族依存的働き方として女性の自立を阻む壁としてあったМ字
型からの脱却は、日本社会のジェンダー平等の実現にとって懸案の課題で
あったのだが、いとも易々と、グローバル資本主義下の格差社会に適合的
なジェンダー再配置をとって登場したのである。
　大学発の女性の「マルチキャリアパス・モデル」は女性の働き方の「新
М字型」の創出にほかならず、労働の規制緩和、雇用の柔軟化という名の
労働・雇用の非正規化、正規・非正規の身分格差のもとでの専門性の切り
売りであり、雇用の柔軟化・流動化政策のもとに進む労働の非正規化と格
差化になんと適合した女性の働き方の新たなスタイルではないか。М.ミー
スがグローバル化し、世界システム化する資本主義の労働を「労働の主婦
化」の言葉で表現したように、その「労働の主婦化」のさらなる広がりが、
多民族化する移民・移動労働者を巻き込んで進行している。前記した「家
事労働移住」の女性化とリケジョの働き方を組み合わせれば、そこには専
門職で輝いて働くリケジョ女性と、海外からの家事労働移住女性とのトラ
ンスナショナルなマッチングにより、見事な形でケア・家事労働の分担を
めぐる人種民族を巻き込んだ国際分業による「ジェンダーの再配置」構造
ができあがってしまう。
　第二次安倍政権スタート以来のアベノミクス経済成長戦略の一環とさ
れ、位置づけられた「女性活躍推進」は結局のところ、正社員でも従業者
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300人以下の中小企業で働く人、あるいは非正規職で働く人、働けない人
などのすべての女性の活躍、「一億総活躍」には程遠く、逆に、就労に基
づく〈自立〉を迫る「活躍法」は、本来なら福祉的な対応等の支援を必要
とする女性を支援の対象から排除し、彼女たちに長時間労働・ダブルワー
クの継続を強いることにもなりかねない。この下層化する女性たちは「活
躍法」の支援対象からはあらかじめの排除にあっている。
　そしてさらに言えば「活躍法」の最大のジレンマとなる問題は、同一職
場に働くパート・派遣などの「非正規職」の人材育成・キャリアアップの
問題であろう。
　他方で、働く意欲をもち、育休明け職場復帰を目指す女性たちの前に待
ち受けているのは「保育所待機児童問題」であり、さらには深刻なマタニ
ティハラスメント（マタハラ）問題である。『「育休世代」のジレンマ』の
著者である中野円佳は、女性活躍推進法の下、これまでガラスの天井に阻
まれてきた正規職側の女性エリートへのポジティブ・アクションの働きか
けによってこの層の女性が引き上げられれば、男女格差は縮まるが、逆に
女女格差は広がると予測する。「活躍法」は結局、このレイヤー（層）へ
の効果として働いても「育休世代」には届かない。ケアする・される関係
の依存と二次的依存のジレンマのなかに立たされている「育休世代」はと
ても輝いて働く姿からは程遠い。その現実を自身の経験を踏まえて詳細に
報告している（中野 2014）。
　改めて問わざるをえない。何のための、誰にとっての、活躍社会なのか？　
誰が活躍推進から取りこぼされているか？　と。そもそも日本社会におい
ては、少子化問題対策も男女共同参画の重要な課題であったはずである。
その観点から、「多様な生き方の選択・多様なライフスタイルの選好の自由」
を追求してきた男女共同参画推進の方向性をもってして、それと逆行する
ような「活躍法」の「理想主義的家族像」には批判的に対していくことが
問われてくるであろう。そのうえで、先進国で少子化問題を克服した社会
モデルとして必ず言及されるフランスがとった大胆な社会政策・家族政策
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に学ぶべきではないか。子ども手当や育児サポートなどの手厚いサービス、
各種補助金や所得税減税による少子化対策に加えて、少子化克服に決定的
だったのは政策の対象を「婚外子」に拡大した取り組みである。
　「活躍法」をスタートさせた日本社会が保育園待機児童問題にすら対応
できない現実とは雲泥の差があるというべきだろう。この点で日本社会が、
育休世代のジレンマにどこまで政策的に対応できるかは、男女共同参画の
方向づけにとっての一つの試金石となるであろう。
２　「活躍法」に先行した、自治体の男女共同参画モデル事業所づくり
　本節で触れることになるのは「女性の活躍推進法」に先行する10年余も
前から一自治体（神奈川県下の自治体・横須賀市市役所）が独自で取り組
んだ「男女共同参画推進モデル事業所づくり（以下「モデル事業所づくり」）」
である。人口30万都市の同市がこのモデル事業所づくりに取り組むことに
なったのは、首都東京の隣県に位置する神奈川県内16市町村のなかで市
役所庁内の女性管理職登用比率が最下位から１、２位にあるという事情に
あった。
　同市は、1975年国連婦人年以降の国内的対応として自治体にも課された
女性プラン推進にいち早く取り組み、国の「基本法」制定後は「条例」に
基づく男女共同参画推進の総合的政策のなかで「男女共同参画推進プラン」
を推進してきている。市が県内他市にさきがけ、まさに全国的にみても前
人未踏ともいうべき自治体の「男女共同参画モデル事業所づくり」として
取り組んだもので、事業は同市の「男女共同参画プラン（第三次プラン）」
と両輪政策で進められたが、2014年３月に２ 期12年にわたる「モデル事
業所づくり」への全庁的取り組みの幕はひとまず下ろされた。2014年度か
らはプランに統合して男女共同参画推進の総合的政策の位置づけのなかで
モデル事業所づくりは継続されてきている。
　この事業の最終局面は、第二次安倍政権のスタート後の2012年関係閣僚
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会議が、女性の活躍による経済活性化を目指した「行動計画—働く〈なで
しこ〉大作戦」として「霞が関のウーマノミクス」を打ち出した時期と重
なるが、市のモデル事業そのものにはアベノミクスの三本の矢に位置づけ
られたウーマノミクス戦略の女性活用・登用といった思惑はとくに介在し
ていない。あくまでも自治体行政の場面での男女共同参画推進の取り組み
として、庁内の女性管理職登用と職員のワークライフバランス政策として、
女性プランと別建てで取り組まれたものである。
　だが市役所内の女性職員の管理職登用比率の低さ（6%）は改善されず、
数字的な結果にはつながらなかった。筆者は同市の男女共同参画審議会委
員・専門委員として報告書を市長に提出するにあたり、専門委員としての
総括所見を付す報告書作成に関わっている。この一自治体の「先駆的では
あったが、大きな変化は見られず」に終わった事業をどう評価・総括するか。
「行政フェミニズム」の場面で求められる専門委員としてのモデル事業へ
の総括的発言には価値中立的なお役所文書の作法を踏襲することが求めら
れているのであろうが、あえて役所の事業報告書の枠からの多少の逸脱を
恐れず発言している。「モデル事業所づくり」の取り組みが、人権・男女
共同参画課が推進してきた「基本法」の理念・目的に即した施策全体にど
う位置づけられるのか、男女共同参画推進を取り巻くリーマンショック後
の社会経済状況からアベノミクス登場の社会的雰囲気まで言及することと
なった。そして報告書の最後には、エピグラフの大沢の一文を附したのだっ
た。
　男女共同参画社会基本法制定の立役者、大沢真理のご印籠を出して役所
の報告文書には盛り込めない男女共同参画社会推進の政治哲学ともいうべ
きメッセージを託したのだ。男女共同参画推進は、生き方の多様な選択肢
に拓かれ、弱さを包摂する社会を構築することではなかったか。男女共同
参画の課題のもつ射程は広く、かつ奥深いのだということについて、男女
共同参画推進の原点・趣意の再確認としての大沢への言及であった。
　市の取り組んできた女性政策のモデル事業とプラン推進の「両輪政策」
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への若干の疑問・問題提起的趣意もしのばせた。それは課の限られた職員
体制で新規のモデル事業の取り組みが本来の女性プラン推進の進捗に遅れ
をきたしかねないことへの危惧からの、両輪政策への批判の趣意も託した
のだった。
　以下、数値結果にはつながらなかったが、というより「だからこそ」発
信しておくべき意味もあると考え、報告書と現在のタイムラグの最小限の
補足を加えて紹介しておいた。
女性登用加速化「202030」ポジティブ・アクション一色
　2014年という、市の第四次プランの取り組みへの新たなスタート点にお
いて、日本社会を見渡せば、その光景は「女性の活躍」の推進、就労・管
理職登用への追い風・女性への応援歌一色であり、市が「モデル事業所づ
くり」に取り掛かった当初の社会状況からは隔世の感もある。
　日本社会が女性の登用促進に焦点化して男女共同参画社会推進政策を大
きく旋回させたのは「なでしこ企業認定100社」（のちに1000社）などの
取り組みであった。こうした企業における男女共同参画推進の取り組みへ
の政策的なインテンシブを図るさまざまな施策の推進には、男性の意識改
革、思い切ったポジティブ・アクション、公務員からの率先した取り組み
の三つの柱が立てられている。
　女性の活躍推進に焦点化した取り組みとしては、「女性が活躍しやすい
経済社会の構築」を目指すための女性の起業支援や、主婦向けインターン
シップ事業の創設があり、さらに「思い切ったポジティブ・アクション」
には、メンター（女性社員の相談・サポートする社員）や、ロールモデル
（キャリア向けでの目標となる社員）の育成・支援も含まれている。
　こうして日本社会には「202030」のポジティブ・アクションが高々と掲
げられることとなった。2020年までに社会の指導的地位に占める女性の割
合を30%程度に引き上げるとする政府の数値目標の提示である。
　もとより政府がこのように政策を加速化させたのは、先進国日本に対す
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る外からの評価を意識してのことである。男女平等（ジェンダー・ギャッ
プ）指数ランキング・国別順位（WSF）によると、日本は142か国中104
位という、先進国のなかでは韓国の9.4%に次いで２番目に低い水準にある
（現在2016年時点でさらに111位に順位を下げている）。この実態を改善す
るため、政府は外向きのパフォーマンスとしても女性登用に取り組まざる
をえなくなっている。しかしそれ以上にまた、いま女性登用を掲げる日本
社会の喫緊の事情として、少子高齢化の及ぼす影響、経済社会の活力の停
滞といった問題への突破口を開くため、なんとしても女性を成長戦略のな
かに位置づけなければならないということがある。
　実際、内閣府の発表した『2013年度版　男女共同参画白書』の冒頭には「成
長戦略の中核である女性の活躍に向けて」という特集が組まれ、様々な施
策が打ち出されている。いまや女性活用・登用は、社会の経済成長戦略と
持続的発展の条件であること、さらに少子高齢化問題の解決の切り口とし
ても不可避の課題であるとする認識が白書にも明確に提示されている。他
方、総務省が昨年公表した人口推計によれば、生産年齢人口（15歳?64歳）
は7901万人に減少し、32年ぶりに8000万人を下回り、人口全体に占める
割合は62.1%となっているという。「女性の輝く社会の構築」という急務と
ともに、子育て支援の充実や保育所待機児童解消策の必要性が矢継ぎ早に
打ち出される理由は、ひとえに日本社会が直面する上記の事情にある。
　「霞が関のウーマノミクス加速化」の取り組みから始まり、政府が民間
企業に向けて社外取締役候補となる女性のリストを作成し、ホームページ
で公開する「人材バンク」の構築の提案にまで及ぶ。さらに公務員のおひ
ざ元、中央省庁の幹部公務員の女性比率を引き上げるため、外部の人材登
用の検討にまで踏み込む取り組みなど、まさに「政府主導の女性登用加速
化政策」が大きく動き出している。だが国がとろうとするこの動きが、日
本社会に言葉の真の意味での「男女共同参画社会」の実現をもたらすこと
につながるのかどうか。「性別不関与で価値中立的な政策の実現と、人々
の多様な価値観とライフスタイルの選好が許容される社会」へとつながっ
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ているのだろうか。
「女性登用加速化政策」の光と影
　「女性登用加速化政策」への危惧は各所で聞かれる。そもそも「202030」
の政府の女性登用目標に現実性はあるのか否かについても疑問が呈され
る。「数値目標だけの一人歩き」で実現性に乏しいという危惧も後を絶た
ない。
　女性の就業拡大は日本経済にとってプラスに働くとしても、さらにそれ
が進んだ先に女性の管理職登用の増加を期待できるとしても、現状の民間
における女性登用率11.1%という低い数値（「課室長以上」の国家公務員
9691人のうち女性は3%）を見てもわかるとおり、「202030」への道はあま
りにも遠い。しかも白書が紹介しているように、女性の管理職が少ない（１
割以下からゼロまで）企業に対する調査結果からは、人材が育っていない
事情が明らかにされ、「女性自身が希望しない」理由が大きく浮かび上がっ
ている。ワークライフバランスが謳われ、産休・育休が制度化されていても、
管理職のコースに乗り「バリバリキャリア」の道を選べば、家庭と仕事の
両立は遠のく。結婚も子育ても諦めざるをえない現実もある。そのことを
女性自身がよく認識しているからだ。
　もともと「公務員」を選択する女性にとって親和性の強いライフデザイ
ンとはどのようなものであるか。それは管理職を目指して頑張る「バリキャ
リ」モデルよりはノンキャリアでも「配属された場所で職務に励む」働き
方モデルのほうであろう。そのことは横須賀市の女性職員に対するアン
ケート調査等からも浮かび出た姿であった。
　女性の活躍が期待され、政府が様々なポジティブ・アクションをかけて
女性登用を進めようとしても、女性の就労意識やキャリア志向に関する諸
種の調査結果からは、じつは「女性管理職」は「男性ばかりか女性自身も
望まない」という傾向がはっきりと浮かび出ている。この壁をどう崩すこ
とができるかが、一つの課題となっている（この問題は、女性活躍推進法
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施行後、各種報告からも指摘されていることでもある。注を参照されたい）。
　重ねて留意したいのは、女性登用の数値目標だけが独り歩きして、男女
共同参画推進の総合政策としての多様な施策展開が取り落とされてはなら
ないということである。とりわけ、格差社会の進行のなかで「女性の貧困
化」問題が深刻さを増している現在、男女共同参画・女性政策に求められ
る課題はさらに厳しさを増している。女性登用でキャリア上昇を図る女性
層の問題に対応しているだけでは、現在の、むしろ格差社会の底辺部に押
しやられた女性たちの問題は見えなくされてしまうだろう。もはや格差問
題はジェンダー差別としてだけではなく、同一ジェンダー内の「女女格差」
「男男格差」を生み、格差は複雑化し、さらにそれが次世代に引き継がれ、
格差は固定化され再生産されていく。そうしたなかでいま格差と貧困の問
題が若年女性に大きくしわ寄せされているという深刻な現実もあり、現代
の「女性問題」は格差社会と切っても切り離せない問題として露呈してい
る（本稿４節で取り上げたい）。
　さらに言えば、格差社会の女性へのしわ寄せは、公務員の職場を例外と
してはいない。自治体職員として働く労働者の職場環境も大変厳しさを増
し、正規職に対する非正規率は三分の一を超え、年々その比率は大きくなっ
ている。しかもその非正規職の８割が女性だという事実は、公務員正規職
として働く女性職員にとっても自らの職場環境がたいへん厳しいものと
なっている現実を物語るであろう。女性登用を進める世界の話はどこまで
も正規職職員の間のこと、非正規職の女性たちは賃金その他の処遇におい
てさまざまな格差のなかにおかれ、三年非正規雇用切りか、終身非正規雇
用かという、いずれにおいてもリスキーで不安定な生き方を強いられてい
る。もともと公務員職を選んだ女性たちは、官公庁では男女平等原則が徹
底されているとともに、労働者の権利が保障されているというイメージを
抱いていた。それゆえ、ワークライフバランスの実現を図れるであろうと
いう期待のもとに公務員職に就くことを選択したと思われる。それがいま
や同じ職場で働く空間に契約社員や派遣社員など多くの非正規職女性たち
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がいる。正規職と非正規職との間には賃金・処遇など身分差別といえるほ
どの格差がある。日常的に接する同じ女性の間にあるこの格差は、自治体
職員として働く労働者の職場環境にも、民間企業と変わらない厳しさが押
し寄せていることを物語るものであろう。
横須賀市の「モデル事業所づくり」からの発信
　「政府主導の女性登用加速化政策」の実現が容易ではないことは明らか
であるのに、数値目標達成にこだわったポジティブ・アクション施策がと
られれば、男女共同参画事業所モデルの現場であるべき公務員の職場の「任
用制度」の公平性にもかかわる様々な問題を生みかねない。さらにそもそ
もワークライフバランスを進める男女共同参画の施策とも矛盾をきたしか
ねない。総合政策としての男女共同参画推進の取り組みにおいて、あまり
に「経済社会の活力停滞の突破口としての女性登用の加速化政策」に課題
が焦点化されてしまうことは、他の広範な諸施策を見えにくくし、施策の
進捗にもマイナスの影響を及ぼしかねない。
　12年にわたる横須賀市役所の男女共同参画モデル事業所づくりの取り
組みは、全庁的なプロジェクト・チームのもとに、男女共同参画の旗を大
きく振れども、なかなかに数値目標の結果につながらないもどかしさを残
すものであった。庁内職員の意識も地域社会の風習・慣行も一朝一夕では
なかなか変わらない現実に直面して、この現実の壁に風穴を開けるには何
が必要なのか。どうしたら動かせるのか、そのためにプロジェクト・チー
ムが行った試行的取り組みは多岐に及ぶが、その特記すべき一つに「メン
ター・メンティ」の取り組みがある。それは数字のうえではまだ結果を出
せていないが、この「メンター・メンティ」のなかで「女性職員自身が昇
進を望まない」（それは男性職員にもみられる傾向として）が見えてきて
いる。
　なぜなのか？　その理由を掘り下げるうえで、市が2014年度から４級以
下の庁内女性職員を対象に実施を準備している「若手女性職員の状況調査」
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は重要な取り組みとなるであろう。女性の昇任意欲、昇任を目指す妨げと
なる原因、女性管理職を増やすための課題、働く女性支援の観点からの職
場環境への要求を探るというこの調査の結果によって、モデル事業全体の
総括がより深いものとなることも期待される。庁内の女性職員がモデル事
業をどう受け止めているのか。どのような女性登用への支援を望んでいる
のか、おそらく本調査は、モデル事業全体の総括である本報告と合わせて、
横須賀市が今後第四次プランに引き継いで進めるモデル事業所づくりの取
り組み課題にとっても、また他市に向けて発信していくうえでも、重要な
資料となるであろうことは間違いない。
　このモデル事業がメンター・メンティ関係を作って女性の登用に取り組
んだにもかかわらず、登用への挑戦を辞退する女性職員がおり、その声は
庁内アンケート調査の記述欄を通して伺いえた。「女性登用」を進める場
面でこのようにきめ細やかに意見聴取ができたのも、自治体の事業であっ
たからこそであろう。女性登用加速化政策「202030」ポジィティブ・アク
ションの風が吹く現在の日本社会だからこそ、「仕事と家庭の両立」をラ
イフデザインに入れ、公務員という職場に入った女性職員が抱えている問
題・事情を踏まえた女性登用のモデルを提案していくことにもつながるの
ではないか。
　女性職員が昇任試験の受験に躊躇する理由として浮かび上がってきた課
題からポジティブ・アクションについていくつか記すなら、公務員の女性
幹部職員比率を進めるために「民間からのヘッドハンティングによる外部
登用」といった手法をとる前に、以下のようなことが試みられてもよいの
ではないか。
　まず指導的立場の女性を増加させるためには、今まで男女が同じスター
トラインに立っていないという現状を踏まえれば、ポジティブ・アクショ
ンが必要であること。
　係長試験受験資格を得るためには通常７〜 10年の勤務を必要とするが、
女性は30歳前後に育児休業を取ることが多くなるため、育児休業期間を勤
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務日数から除算することなく認めるといった一種のポジティブ・アクショ
ンが考えられる。
　育児休業中の女性職員に係長試験受験対策の通信教育を受講させるなど
もあってもいい。
　女性のライフサイクルから昇任試験を見直すと、子育てが一段落した40
歳前後に昇任試験を追加するといった手法も考えられる。
３　弱さを包摂する社会へ、回復力あるレジリエントな社会へ
　「基本法」と「活躍法」の関係—危惧される目的・手段関係の逆転
　内閣府の男女共同参画HPは、男女共同参画社会を次のように規定する。
「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆ
る分野における、活動に参画する機会が保障され、もって男女が均等に政
治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつともに
責任をおうべき社会」であると（基本法第二条）。
　「平等」の言葉が見えてこず、「対等」や「均等」の言葉に置き換えられ
ていることに象徴的な「行政フェミニズム」の「男女共同参画社会」の定
義・規定である。しかしこの規定においても現在の男女共同参画社会推進
に関わる施策・事業が「ポジティブ・アクション」「女性に対する暴力」「男
性にとっての男女共同参画」「災害対応」「国際的協調」といった広範囲に
わたることは明示されている。
　ここで言われる「国際的協調」への対応課題とは、「性差別撤廃条約」
を批准するとともに「基本法」を策定し、男女共同参画に取り組んできて
いる日本が国連の人権にかかわる諸種の条約に照らして勧告を受け、喫緊
の対応を迫られている諸問題である。年間３万人に近い自殺者を出す日本
社会に対し、国連は2013年「過労死対策」を勧告し、さらに日本社会のジェ
ンダー平等の達成に向けて課題を総点検し、ジェンダー平等に関する各種
調査の指標の低さを改善することを求めている。
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　「選択議定書」の批准を強く迫るCWDAW勧告では、とくに夫婦別姓選
択制を含む「民法改正」の早期実現が求められている。家族法において日
本社会は戦後70年を経た現在もなお、家制度的家父長制の残滓を引きず
り、社会の人口変動や社会経済環境の変動に伴う人々の平等観や結婚観、
さらに家族観の変化に対応しうる家族政策・福祉政策への転換をはかれて
いない。女性の活躍を打ち出した「活躍法」に「保育政策」が追いついて
いない状況にそれは如実に表れているだろう。
　社会変動によって家庭・教育・労働の循環モデルから外れて孤立する個
人が増え、「若者問題」が社会問題化している状況にある。とりわけその
しわ寄せが「女性の下層化・貧困化」において深刻化しているなかで、「活
躍法」と「第四次男女共同参画プラン」とを両輪政策として推進するがた
めに、「第四次男女共同参画プラン」の総合政策としての取り組みが「活
躍法」の影に隠れてしまう、つまり「基本法」と「活躍法」の目的・手段
関係が逆転してしまうようなことになってはならない。　
　「活躍法」が女性登用と男性中心働き方モデル改革を「事業主の取り組
み義務」としたところから、企業のほうの動きはにわかに活発になった。
それは活躍法の一つのポジティブな効果とすべきではあるが、むしろ総合
政策であるべき「男女共同参画」に求められているのは、現在の日本社会
で起こっている格差や貧困をめぐる問題群、とりわけ21世紀のグローバル
化する資本主義のもとでの女性をめぐる状況の変化への対応にある。
　「労働にも家庭にも包摂されない女性」の登場、このことが意味する問
題の深刻さは、格差社会の貧困問題が女性にもっとも酷くしわ寄せされて
いるという現実にある。この現在の男女共同参画社会を取り巻く環境、経
済社会の変化のなかでさまざまな形で露呈している現代的問題を組み込ん
で、さらに国連が日本社会に強く改善を求め、勧告する諸課題に対応しつ
つ、男女共同参画社会の目指す社会像を拓いていくことが必須であろう。
　内閣府の基本法の規定とかかわってくる広範囲の施策・事業に照らし、
さらに「労働にも家庭にも包摂されない女性」の登場ということの意味す
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るこの社会の脆弱性を考えると、改めて本稿冒頭のエピグラフに引いた大
沢真理の「弱さを包摂する社会へ、回復力あるレジリエントな社会へ」と
いう言葉の重みと深さが浮かび出てこよう。
　男女共同参画社会は、ジェンダー平等の含意から「性別に公平な社会」
の言葉で表現されることもあり、この言葉から拓かれる社会イメージを担
保することで男女共同参画社会の社会像を拡張していくことも必要なのだ
が、「弱さを包摂する社会」という言葉からは「公平」や「平等」の言葉
で語られる社会イメージよりも深いところに「男女共同参画」がつながっ
ていく回路が拓かれそうな予感がある。ジェンダー軸からの公平さや平等
にとどまらない、老若男女、障害の有無を問わず、国籍エスニシティの違
いも超えて、人間存在の根源的弱さ・脆弱性をどのように考えるかという
存在論的問いにもつながっていくような、すなわち「誰をも排除しない」・
「弱さを包摂する社会」への問いを拓いていく手掛かりとなるのではない
か。大沢のこの表現に改めて立ち戻って考えたい。
大沢真理の社会政策研究を支える〈思想〉と言葉
　「脆弱性（弱さ）を包摂する、回復力あるレジリエント（強靭）な社会」
という表現には、大沢の社会政策研究を支える〈思想〉が、もっとも平易
な言葉にかみ砕かれて表現されたものだと筆者は受け止めている。
　この言葉は単著としての最新著になる『生活保障のガバナンス　ジェン
ダーとお金の流れで読み解く』（大沢 2013）の巻頭言に収められており、
したがってこの言葉の裏には大沢の社会政策理論家としての膨大な研究蓄
積がある。しかも大沢にはフェミニスト・社会政策研究者として「男女共
同参画社会基本法」制定にみられる女性政策の現場での行政フェミニズム
との深いかかわりがある。つまり「弱さを包摂する社会」に「男女共同参
画社会」のイメージをつなぎとめるこの言葉は、大沢が女性政策の政策立
案過程に関わり、そこで官僚たちと激しい攻防（象徴的には「平等」か「共
同参画」かをめぐって）を繰り広げ、ジェンダーの視点や男女共同参画の
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意味をいかに伝えるかという困難に直面するなど、厳しい現場をくぐり抜
けたからこそ獲得されたものなのである。このことを看過することはでき
ないであろう。
　「弱さを包摂する社会」の言葉に先立って、『企業中心社会を超えて』（大
沢1993）『男女共同参画社会をつくる』（大沢2002）などの著書において
も、大沢はジェンダー平等や男女共同参画を意識改革や理念的スローガン
化にとどめずに具体的な社会変革への政策課題につなぐ言葉を提案してき
た。例えば、男性稼ぎ主モデルからの脱却、社会政策の比較ジェンダー分
析、社会政策のジェンダー主流化といった言葉である。それに加えて大沢
は、「男女共同参画」の目指す社会像に向けて行政が立脚点とすべきは「性
別不関与で価値中立的な政策の実現」であることを示し、「人々の多様な
価値観とライフスタイルの選好が許容される社会」の言葉を立て、男女共
同参画を方向づける提案もしてきている。
　さらに、この男女共同参画推進を全庁的な取り組みで進めるべきこと、
したがって所轄部局は庁内の首長部局系列にあるべきことを「ジェンダー
主流化政策（メインストリーム化）」という表現で主張してきている。
　「ジェンダー主流化政策（メインストリーム化）」は一見「性別不関与で
価値中立的な政策の実現」と矛盾するように見えるかもしれないが、そう
ではない。福祉政策や家族政策など行政が行う社会政策の制度設計におい
て、前提にしているジェンダー・バイアスへの批判が呈されている。すな
わち標準家族モデルや各種課税の基本台帳作成のための世帯収入調査な
ど、すでにそこにある政策のジェンダー・バイアスを、ジェンダー・セン
シティブに精査し、ジェンダー統計のデータ蓄積も図り、ジェンダー主流
化政策を社会政策の場面に構築しようとしてきたのである。「性別不関与
で価値中立的な政策の実現」を図るというのはこのような取り組みである。
そのうえで、「人々の多様な価値観とライフスタイルの選好」の自由度が
高い社会を「男女共同参画」の目指す社会像に重ねているのである。
　さらに言えば、日本の福祉政策の特徴を「企業中心・家族頼み・女任せ」
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の「残余型福祉」として位置づけたのも大沢だった。日本社会の国家によ
る福祉は基本的に企業福祉から外れる少数救済型福祉でしかなく、それが
いま、日本型雇用が崩れ、雇用破壊が進み、格差社会化が進行するなかで
労働と家庭・家族から排除され福祉のセイフティネットから外れる「若者
問題」が深刻な形で社会問題化してきたとき、日本社会の福祉のセイフティ
ネットの脆弱性が、「若年期の福祉の不在」という問題として浮き彫りに
されることになったのだ。
　この企業中心福祉が日本社会の男性中心働き方モデルを強固に下支え
し、国家のとる社会政策においては、主婦パート的働き方に政策誘導し、
女性のМ字型ライフサイクルモデルとして今日に至るまで続く日本型性別
役割分業を制度的に補完してきたことを、大沢は、日本社会のジェンダー
問題として指摘し続けてきているのである。
　これを「誰もがその人らしさを尊重され……性別、年齢、出身、障害の
有無などにかかわらず、各人の個性に応じた出番……」の文言と重ねれば、
多様性のイメージはより広がり具体化されよう。さらに「自分の子どもを
産んでも産まなくても……」このくだりにも、このさりげない一節にも、
フェミニズムの思想的核心ともいうべき、女性にとって性別規範の最も強
い呪縛的な「母性」との向き合いがさらりと表現されている。母性主義の
呪縛からの自由が、つまり母になることは女の運命ではなく、母になるこ
ともならないことも、自分の人生を自分で選んでいく自由は女性自身に拓
かれているのだと、人の育みやケアに関わることは、異性愛中心主義や家
族規範を超えた人のつながりの中で支えあうこともできるのだと、社会的
なつながりのなかで他者の弱さに寄り添い、自らのつまずき（弱さ）も社
会的なサポートによって支えられるのだと。こうしてこれまでの性別役割
関係のもとで「家族頼み・女任せ」で排他的・義務的に一方の性にだけ割
り当てられてきたケアに関わる「不正義」が社会的つながりのなかに拓い
ていく方向が指し示される。そういう社会的セイフティネット・人のつな
がりのシステムが未成熟な社会は、リスク管理をかぎりなく個人化する社
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会であり、人の脆弱性をさらけ出すこととなるというのだ。
　ここでの男女共同参画社会の規範性を問うまなざしには、すなわち「弱
さを包摂する社会」とは「人々の多様な価値観とライフスタイルの選好が
許容される社会である」とする文言が不可欠とされるだろう。
戦後日本型循環モデルの破綻
　「私はそういう社会を希求しながら研究してきた」けれど、残念ながら
日本の現状は「包摂する社会にはほど遠い」。
　大沢の深い嘆息の思いが伝わってくるくだりである。日本の現状は「包
摂する社会からほど遠い。弱さを包摂する社会とはまさに対極的な世界、
それが日本社会の急激に格差社会化する現実であろう。
　本田由紀はこの日本社会の「弱さを包摂する社会からほど遠い」現実を
戦後日本型循環モデルの成立とその破綻の二つの図示化によって可視化し
ている（本田 2014: 66-74）。図１は高度成長期から安定成長期にかけての
日本社会の基本構造であり、そこでは教育・仕事・家族という三つの社会
領域の間に、ある社会領域のアウトプットを次の社会領域のインプットと
して注ぎ込むような堅牢な矢印が成立していたという。つまり教育・仕事・
家族それぞれの近代化が、タイミングとスピードを一にして形成されてき
たという経緯があり、それらの間に循環関係が非常に強固に成り立ってい
たというのだ。しかしこの循環構造は内在的な問題を抱えていたともいう。
それは、教育・仕事・家族かそれぞれを補しあう歯車として組み込まれて
いたために、何のために学ぶのか、何のために仕事をしようとするのか、
何のために人と愛し合って一緒に住むのかという、人間の生涯にとって非
常に重要な意味をもつはずの問いへ人々を向かわせなかった。この歯車の
動きが、教育・仕事・家族の本質的な存在意義や価値を掘り崩すように作
用したという問題であった。
　この循環構造が90年代のバブル経済の崩壊以後に変容し、図２のよう
な、戦後日本型循環モデルの破綻を見ることとなる。図１との違いは、矢
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図１　戦後日本型循環モデル
　　＜出典＞本田 2014: 67
図２　戦後日本型循環モデルの破綻
　　＜出典＞本田 2014: 73
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印が実践のものと点線のものとの二本に分かれていることにあり、これは
アウトプットをインプットとして注ぎ込む従来の矢印が細くなった部分に
もはやうまく資源を流し込めない矢印が表れている状態とされる。
バブル崩壊以後最初に変化した仕事の領域で日本企業が新規一括採用から
正社員採用を抑制した結果、仕事の世界が格差化し、労働条件が悪化、教
育を終えても安定した仕事に就けない層が拡大、賃金格差が拡大し、子ど
もに投入することのできる費用、あるいは希望さえも、家族の間で格差が
拡大していることが見てとれる。
　このように戦後日本型の循環が崩壊し始めているなかで、家族の支えも
学歴という支えも仕事という支えもなく、孤独と貧困に耐えざるを得ない
「個人」というものが増えてきている。図の三つの円の外に点在する小さ
な黒丸に示されている。
　二つの図は、日本社会の現在の家族や若者の周辺で起こっている問題の
位相を理解するうえでインパクトのある興味深い図である。高度成長期に
登場した日本型性別役割分業によって成り立っていた日本型循環モデルが
うまく働いている限りにおいて、このモデルは人々にとっての「弱さを包
摂する」セイフティネットでありえたのだが、それが破綻した今、新たな
セイフティネットの構築が問われている。子育て・保育環境をとってみれ
ば、循環モデルの破綻以前は、家族親族ネットワークや地域共同体的な関
係が日本社会の決定的な福祉不在をカバーしていたのであろうが、それら
が破綻しているなかで、労働戦力化・少子化対策の両面から女性の活躍が 
求められ、その矛盾、すなわち福祉政策不在のツケが一気に噴き出てきて
いる。それがSNS上ブログへの「保育園落ちた！日本死ね」の書き込みに
端を発する炎上であり、「保活デモ」の盛り上がりにみられる現象であろ
う。本田の二つの図につないで以下に、格差化と若者問題への関心から筆
者が試みた図示化によって、現在の社会の「弱さ・脆弱性」をどこにみる
か、何をもって「弱さ・脆弱性」とするか、「弱さを包摂する」社会のイメー
ジと条件を考えたい。
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４　格差社会のジェンダー構造の変化
ジェンダー構造の変化と女性の貧困化
　現代の格差社会化と若者問題について若い女性の生活基盤が脆弱になっ
ていて、特に低賃金の不安定就業を続けざるをえない貧困女性たちが増加
している現象に触れて、このような女性たちの特徴を「労働と家庭からの
排除」としてとらえる。この貧困化する女性たちはまさしく構造的制約
のなかで、セイフティネットのない状態に落ち込んでいるのであるから、
これらの女性たちの状況を理解するうえで、「社会的排除」という用語を
用いたいと発言しているのは、宮本みち子である（小杉・宮本編 2015: 
9-10）。
　さらに貧困化する女性たちの「社会的排除」が「単身女性の三人に一人
が貧困」の状態にあること、しかし「女性の貧困はつかみにくく」そこか
らは「貧困にすらなれない女性」の現実・実態が浮かび出ている。飯島裕
子の最新著『ルポ貧困女子』に登場する若い女性たちの実態は、まさに宮
本の上記の分析を裏づけるものとなっている。（飯島 2016）
　本稿筆者は、図３をもって格差社会のジェンダー構造の変化と女性の貧
困化さらに再生産格差について可視化を試みた。
　さらに言えば、この下層化する女性・男性たちの対極にある「輝く女性
たちの登場」の裏で進んでいる事態を看過するわけにはいかない。外国人
の家事労働移住女性を「住み込み女中さん」として迎えいれ、主婦の仕事
を廉価にアウトソーシングする政策が検討されているなかでは、日本社会
の女性およびカップルのケアや再生産労働の負担からの解放がグローバル
化する世界の下での「グローバルな他者」との関係に移譲される。この新
たな「ジェンダーヒエラルキー」構造、「人種・民族・エスニシティを組
み込んだジェンダーの再配置」という現実から日本社会が無関係でいるこ
とは難しくなっているであろう。
　図３はこのような現代社会の「格差社会とジェンダー」「グローバル化 
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と人種・民族を巻き込む〈ジェンダー再配置〉」を図示化で整理したもの
である。
　いま、日本社会はいかに包摂する社会から遠い現実にあるか。本図から
見るところからも、本田の図が描き出す日本の戦後社会の現在が重なって
いくであろう。日本型雇用慣行は経済のグローバル化と格差社会化の進行
のなかで大きく崩れ、女性を経済活性化の一翼として雇用・労働の場に押
し出す圧力は増している。「活躍法」がさらにそれを加速化している。そ
の意味で女性への「追い風」状況にある。しかしそれは、一部の高学歴キャ
リア志向の女性を上に押し上げる斥力としては働いても、女性総体の状況
に及ぶ追い風ではない。むしろ女性の働き方が「家族依存労働」を前提と
する構造を、格差社会の労働編成の正規・非正規の雇用の分断に組み込ん
で再編・再配置する形をとっている。すなわち、従来型女性の働き方のМ
字モデルのパートの時給がさらに切り下げられ、「下方での競争」が強い
られ、女性の非正規雇用が進む一方で、女性の高学歴専門職を経済戦力化
する女性のマルチキャリアパス・モデル推進を新たな「新М字型」女性の
働き方モデルとして国策的に誘導する動きであるからだ。こうして、日本
型戦後家父長制（結婚に包摂されることが女性にとってのセイフティネッ
トであったしくみ）の負の部分が、格差社会のなかで一挙に女性にしわ寄
せされる形で「問題」として見え始めている。何がそこに「社会問題」と
して浮上してきているのだろうか。
女女格差、人種・民族を組み込んだ「ジェンダーの再配置」
　まず一つには、本稿が指摘してきたように、女性の貧困化であり、「労
働にも結婚・家庭にも包摂されない女性」の登場が「女性の貧困化」問題
を加速化させている現実である。
　二つには、女性内部の働き方や結婚相手やライフスタイルの選択による
所得格差のヒエラルキーがもたらす、再生産格差の問題、すなわち子ども
の養育・教育さらに老後生活などの格差が「子どもの貧困」に世代間連鎖
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し固定化されていく問題である。
　三つには、それらのことが「少子化問題」の解決を長引かせて人口構造
のひずみを加速化させ、とくに非正規化と貧困化による女性の無年金層の
増加を導き、将来の生活保護予備軍を大量に生み、次世代の福祉負担となっ
ていく問題である。
　図３から、現在のこの厳しい格差社会のなかで起こっている圧力やひず
みが男女の性差を軸とするジェンダー問題にとどまらず、複雑かつ多層化
しつつあることを見て取ることができるだろう。すなわち「若者問題の現
れ方のジェンダー非対称性」であり、「格差社会の圧力の働き方のジェン
ダー非対称性」であり、さらにそこから生まれる「女女格差／男男格差」
である。この女性内部の格差化から女性の所得格差が導かれ、「再生産格
差の世代間連鎖とその固定化」が生まれることも見えてくる。そして「女
性の格差婚・上昇婚の水平化」も確認されたのであった。
　日本社会の脆弱性は、「労働にも、結婚・家庭にも包摂されない」下層
化する女性たちのところで集約的に問題を露呈させてきている。図３の右
下第４象限に位置する女性たちは不安定なパート・アルバイト的な働き方
や親の介護などをしつつ、かろうじて親の年金にパラサイトする形で、親
の存命中は生きしのぐことができるものの、親亡きあとは、無年金状態と
なるため、将来の生活保護受給の大量予備軍となるであろう。ことここに
至ってようやく日本社会も、現在の若者の貧困化・下層化が将来世代に連
鎖し、社会の再生産構造そのものに影響することに気づいているのだが、
後述するように、「活躍法」の支援策の範疇にはこのもっともリスキーな
隠された女性層への配慮は見えてこない。
　「弱さを包摂する、回復力あるレジリエント（強靭）な社会」からはほ
ど遠く、格差社会化のなかで起こっているジェンダー構造の変容の影響を
もっとも酷く受けてその「脆弱性」をさらしている女性たちは支援策の対
象外のようだ。これまでの「若者問題」が男性の労働からの排除と孤立の
問題としてもっぱら図３の左下第３象限に登場している男性の若者問題へ
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の対策としてしか取り組まれてこなかった。女性の若者問題が不可視化さ
れてきたことの問題、格差社会とジェンダーの関係において起こっている
ことの問題の深刻さにようやく気づかれつつある段階になったというべき
なのだが、「女性の活躍推進」の施策にはこの層の女性たちに対する支援・
配慮が明示的に示されているとは思えない。
働くのが怖い、産むのが怖い、女性の内面へ
　「女性の活躍推進法」の施行をみた日本社会であるが、活躍を期待され
る当の女性たちにとっては、働くことと産み育てることとの両面において
国家・社会からかくも強い風が吹いてくる状況というのは、けっこう厳し
い現実となっているのではないか？　その内面には言葉にしにくいジレン
マに満ちた感情が潜在しているのではないか？　
　現代社会の『下層化する女性たち』の現実を問う著（小杉・宮本編 
2015）に、「ままならない女性・身体——働くのが怖い、産むのが怖い、
その内面へ」のテーマで寄稿している筆者にはそのような思いをどうして
も禁じえない（図３は同書に掲載した図に加筆）。以下のようにその危惧
を記した。
　「ままならない女性・身体」から何を提起すべきなのか。「働くのが
怖い」のこの感情の根っこにもっともセンシテイブな目を向けるなら
ば、そこにはネオリベ・男女共同参画相乗りで進められる女性の戦力
化への深い違和感が潜在し、それは今日の日本社会の少子化問題とさ
れる女性たちの「再生産からの撤退」「子どもを産むのが怖い」とい
う感覚とも無関係ではないことが見えてこよう。
　女性身体が経験しているこの怖さの感覚は、ポストコロニアル批評
家スピィヴァクの言葉を借りて表現すれば、女性身体の「再領土化」「巻
き込まれ」への危機感とみるべきであろう。家父長制資本主義の支配
下から自立を志向した女性たちの社会へ流れ出た身体が、いままた再
横浜市立大学論叢人文科学系列　2017：Vol.68 No.2
177
生産・生産もろともに、グローバル化する世界資本主義の渦に巻き込
まれシステムに組み込まれてしまうかもしれない怖さ、その力の不気　　
味さは、生殖テクノロジー・科学技術による次世代再生産への優生的
介入を通しての女性身体の完全なる管理・支配にも及んでいる。おそ
らくは女性身体が感じとっているこの「怖さ」を突き詰めていくこと
が、「帝国主義」を感知することにつながるであろう。グローバル化
する資本主義のポストコロニアルな帝国主義的欲望が世界を一元的に
支配している世界に向けた、身体の再領土化に抗する主体像への、フェ
ミニズムの深いまなざしが問われている。（金井 2015a: 95）
　ここでの関心は、社会変動と女性の社会的排除の問題が女性の内面で（あ
るいは身体性の次元といってもよいが）何が起こっているかについて、「女
性身体の再領土化」や「女性身体が経験しているこの怖さの感覚」といっ
た言葉がとらえようとしている問題として向き合わなければならないとい
うことである。それはどこかで必ず日本社会の現在を生きる女性たちのな
かから「産むのが怖い、働くのが怖い」という言葉で感受されている問題
と重なっていると思われるからだ。そしてこれは、エピグラフに引いたベッ
クたちが描き出しているグローバル化のもとでの「家事労働移住の女性化」
の問題ともつながっていくはずだ。
　フェミニズムの解放要求と女性の活躍社会推進の政策とが相まって進む
「女性の輝く社会」は、「主婦の仕事」とされてきた家事・育児・ケアにか
かわることがら（無償の家事労働）が家庭内で立ち行かなくなるとき、ど
ういう方向でその解決を図ろうとすることになるのだろうか？という問題
でもある。国外からの「家事労働移住女性」にアウトソーシングされてい
くことにその解決を求める動きもすでに出ている。そうではないやり方で
進めるには、男女共同参画推進が求める社会をどう描きだせばいいのか？　
エピグラフに引いたベックたちが描き出している問題である。
　トランスナショナル化する世界での「家事労働移住女性」の登場、その
金井　男女共同参画の〈規範性〉への問い （１）
178
グローバルなケアの階梯の作り出す越境的なケアの連鎖のなかで起こって
いる人種やエスニシティ的属性を巻き込んで進行する「ジェンダーの再配
置」、端的に言えば、先進国の女性解放の要求実現が途上国の女性たちに
よって肩代わりされていく形で成り立つわたしたちの生活世界の現実が目
の前に迫ってきている。このような現実を前にして、ベックたちの問いか
けから逃れることは難しい。
5　新しい移住労働の〈女性化〉
「排除されて包摂される」家事労働移住女性たち
　筆者の作成した図３は、当初、国内的な社会変動と格差社会の進行がも
たらすジェンダー構造の変化と、格差社会の影響がとくに女性の場面にど
のような問題をもたらしているかに焦点化して、いくつかの問題提起に及
んだのであった。「労働にも家庭にも包摂されない下層化する女性」の登
場、女性の貧困が子どもの貧困につながり、世代間に連鎖し、社会全体の
格差と貧困の固定化を招いていることを提示することとなった。格差社会
のジェンダー配置の新たな位相としてこの女性たちの場面にこの社会の脆
弱性の問題が集中して存在しているのに、しかし問題が不可視化されてき
たのはなぜかを問うたのであった。
　ところがここにきて女性の貧困と格差の問題は、グローバル化する世界
の新しい労働移住の形として、国境を越えて移動する女性の家事労働者が
登場してきたことによって新たな局面にある。図３には第四象限（下層化
する女性たち）の下部に付け加えるという形で反映した。筆者は、日本社
会がこの新たに登場した家事労働移住女性とどのように接点をもつことに
なるのかつかめきれないままではあるが、このグローバル化する世界でト
ランスナショナルな移動をする女性たちの登場がもたらすことを視野に入
れていくことを問うている。
　この移住女性労働者たちの「排除されて包摂される」存在のありように
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着目したい。つまり他国から日本社会にやってきて移住先の「家族」とい
う人権問題のグレイゾーンに包み込まれる存在であることの問題である。
「排除されて」というのは、移住女性労働者たちの多くが、グローバル化
による国際的経済格差に組み込まれた自国内に職を得ることができず、移
住労働の〈女性化〉のなかで、夫に代わって見知らぬ遠い他国へ移住労働
することを選択する。出国すれば５年10年に及んで家族と会うことはでき
ないその実存的な重い選択は、彼女たちにとって所属社会・家族から排除
される経験を意味する。そして移住先の他国で「家族」に包摂されるとい
うのだ。
　ベックたちの著『愛は遠く離れて』は、グローバル化する世界において
女性が「家事労働移住者」として国境を超えて移動するなかでの「家族」
と「愛」の形の、その矛盾と葛藤の深さを描き出しており、「排除され包
み込まれる」家事労働移住女性という存在に、私たちは気づかされること
となる。まだもちろん図４に図示されるような関係構図は、日本社会には
具体的な形では存在していないが、この「グローバルな他者」と私たちが
出会うことになる日もそう遠くなさそうだ。
金井　男女共同参画の〈規範性〉への問い （１）
＜出典＞　筆者作成
図４　愛は遠く離れて (ベック) 
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　「家事労働移住女性」という存在と先進国の女性たちとの関わり合いに
ついてベックは以下のように記している。
　「平等の増大は、親としての仕事や家事労働の主要部分を「グロー
バルな他者」——「母親代わりの人」や「家事労働移住女性」——へ
と「売りに出すこと」を前提として成立していることだ。
　このきわめて重要な国際分業——「グローバルな他者」との実存的
な関わり合い——は、（中略）きわめて具体的に、直接的に、個人的
に生じる。このような「地平の融合」は、外から家族のなかへともち
込まれるのではなく、むしろ家族内の諸前提、西洋の女性解放と男性
の態度の頑なさと保育所不足と世界における貧富の格差などが共に作
用した結果、国籍と母国語が同じ家族……という上面の背後で生じる。
……グローバルな他者——家事労働移住女性は「排除された」まま、
同時に包み込まれる。」
グローバルなケアの階梯、越境的なケアの連鎖
　ベックたちが描き出す家事労働の国内的グローバル化と国際分業のもと
での「新しい労働移動は女性的である」とは以下のようなことを含意する。
　メキシコ出身女性が子守りとしてカリフォルニアで働く、フィリピン人
女性がイスラエルで高齢者の世話をする、ポーランド人女性がドイツの家
庭で家事を行う、等々の労働であり、これらの労働は圧倒的に個人の家庭
で行われ、彼女たちは、自国に子どもや家族を残してきているという事態
である。
　さらにベックたちが描くグローバルなケアの階梯、越境的なケアの連鎖の
一例は、図５に示したように、ドイツ人中間層家庭とポーランド人家庭、さ
らにウクライナ人家庭に女性が動くという連鎖のなかで、図の一番下で起
こっていることは何かへの問いを我々の前に突きつけているであろう。一番
下の貧しいウクライナ人家庭の日常的な家事労働を誰が引き受けるのか？
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　　　＜出典＞筆者作成
　「家事労働移住女性」の言葉の背後にある越境的関係構造には次の五つ
の観点から問題があることをベックたちは提示する。
　新しい労働移住は女性的であるということ。この移住女性たちの「合法
性のグレイゾーンで暮らす、受入国での状況。家事労働移住への、出身国
および受入国における家事労働移住女性の状況の関連づけ。そして家事労
働移住女性も一種の「遠距離の愛」を実践していること。家事労働移住の
内包する道徳的・政治的ジレンマについて。
　「家事労働移住女性」という存在を登場させているグローバル時代の言
葉の背後にある越境的関係構造の孕む問題への想像力をもったうえで、
「フェミニストは、世界における女性の不平等を自らの個人的な解放のた
めに利用する雇用主になるのか？」と問いかける。
　「家事労働移住女性」という存在を登場させているグローバル時代の「家
族」の形、これが日本人中間層家庭に起こりえないとはいえない。国際市
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場に売りに出された「家事労働移住女性」を先進国の活躍する女性が雇用
主として利用しないと考えることは難しい。日本社会がすでにそこに巻き
込まれつつあることは、「女性活躍社会」推進下の日本社会で「上層化す
る女性」たちの場面にはこの「グローバルな他者」と出会う接点は十分想
定されうることであるだろう。ケア・再生産労働の移住女性家事労働者へ
のアウトソーシング化に関わってさまざまな問題が浮上してくるであろう
ことも想像に難くはない。日本社会の輝く女性・カップルの矛盾が、親と
しての仕事や家事労働の主要部分を〈グローバルな他者〉に商品として売
りに出すという形で成り立っていく。
「家事労働ハラスメント」と「外国人家事労働」をめぐって
　実際、日本社会への外国人家事労働導入をめぐって次のような発言が物
議をかもした場面があった。社会学研究者で近代家族論に造詣の深い山田
昌弘が一年間香港社会に研究滞在した経験・知見から次のような提案的発
言をし、フェミニズム界隈から反発を招きかけたということも実際起こっ
ている。
　「私の社会保障論　広がるか外国人家事労働」と題して、山田は、香港
では日本に比べて女性の活躍が著しく、女性労働力率は男性とほぼ同じ、
女性管理職比率も約30%と欧米並みだが、その裏には外国人家事労働者雇
用があり、人口700万、約200万世帯の香港で約30万、８世帯のうち１世
帯が雇用している計算になるという。住み込みの家事労働者は掃除や洗濯、
料理などの家事サービスの代行をしているのではなく、家に一日中いる
「主婦」の代わりをしており、休日を除いては、幼稚園や小学校の送り迎
え、犬の散歩、料理の買い物から献立づくりまで家事全般を仕切っている。
夫婦で「専業主婦」を雇っているような感覚であることが、メリットの一
つ。香港の一人当たりの国内総生産（GDP）は日本より高く、手取り収入
は日本より多いうえ、外国人家事労働者の賃金は月５万で、共働き世帯の
収入のほぼ１割以下で済むことから、２畳ほどのメイド部屋つきで、住・
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食付きの住み込みで雇えるというのが第二のメリット。これが香港の中流
家庭にも家事労働者雇用が広がった理由だと報告しているのである（山田 
2016）。
　もちろん山田はフェミニズム側からの抵抗・異論を予想し、人権やプラ
イバシーの確保などクリアすべき問題が多いこと、たとえ容認されても日
本では文化慣習の違いから現実の利用者はごく限られた層にとどまるだろ
うことも言及している。しかし共働き夫婦の「選択肢の一つ」として、外
国人家事労働者の住み込み雇用の導入を進めてもいいのではないかという
提案含みの発言でもあったことから、これにいち早く批判的に反応したの
が、「家事労働ハラスメント」の言葉をもって、ケアを社会がどう位置づ
けるのか、労働の有償無償の境界を崩す思想と運動を提案してきた竹信三
恵子であった（竹信 2014）。
　この竹信の「家事ハラスメント」の提案については、その出発点でいか
にも日本的というべき概念の誤用騒動があった。週刊誌や電車の中吊り広
告で、「妻による夫への家事ハラ！」の見出しで大きく取り上げられたこ
とに端を発する騒動で、その記事の中で共働きカップルの家事育児にも協
力的な夫が妻から日常的に受けているハラスメントとして、この「家事ハ
ラ」の言葉が使用されたのである。そのとき、ハラスメント問題は男から
女へのハラスメントに限られたことではないと、反「家事ハラ」のキャン
ペーンが張られた。竹信は直ちに「家事ハラスメント」の誤用に対してこ
のキャンペーンの発祥元企業である旭化成に抗議し、質問状への回答を求
めるとともに、メディア各方面への発信を精力的に行い、「家事ハラスメ
ント」の正しい理解を求めて奔走している。今回の山田との間では、家事
ハラの言葉をめぐってではなく、プロ・フェミニストでもあるはずの山田
の家事ハラ問題への認識に関わる問題としてその発言に強く疑問を呈した
のだ。
　竹信は家事労働ハラスメントを次のように定義している。私たちの人生
には、対価が払われる仕事以外に、日々の食事を用意し、子どもや高齢者
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をケアするというもう一つの労働・家事労働があるが、この労働を、誰が、
どのように分担するかは、その社会の働き方、福祉、産業に至るまで影響
を及ぼすことであるのに、日本社会では、家事労働は無視され、時に蔑視
され、これを担った人々は、十分に外で働けないため、経済力や発言力を
奪われがちな状態が続いている。これが「家事ハラスメント」だと。一次
的依存者のケアに関わる者の二次的依存の問題をどう社会的にケア・解決
するか。日本社会の男女共同参画の方向づけの根幹に関わる問題であり、
とくに現在日本社会が「活躍法」をスタートさせ、女性たちがその担い手
から離脱しつつあるなかで、社会全体の課題として取り組まねばならない
のに、安易にその解決を外国人家事労働者の住み込み雇用の導入に求める
ことへの当然出るべく疑問であった。
フェミニストは、家事移住労働を利用する雇用主になるのか？ 
　政府が2014年秋から関西の「特区」で、家事にも外国人労働者を受け入
れる方針を決定し、将来的には関西の特区から全国への展開も検討してい
るなか、ベックたちがここに描き出すケアのグローバル・チェーン化のな
かで予想される愛と家族をめぐる深い道徳的政治的ジレンマと日本社会が
無関係でいることは難しいであろう。
　こうしたケアをめぐる越境的関係構造のなかで、「フェミニストは、世
界における女性の不平等を自らの解放のために利用する雇用主になるの
か？」と、ベックたちからの問いが突きつけられれば、直ちには答えかね、
口ごもるしかない。「排除され包み込まれる」、「住み込み家事労働者」（女
中さんという、これはまたあまりに前近代的な言葉）という、合法性のグ
レイゾーンで暮らす、受け入れ国での移住女性の状況に起こりうることを
考えれば、なおさらにこの問題への是非の言葉は重くならざるをえない。
　人種・民族を巻き込む国際的なジェンダーの階層的再配置として進んで
いる世界において、男女共同参画の目的や規範性への問いを立てようとす
れば、「グローバルな正義」という言葉を立てて問うべき問いの前に立た
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されることになるであろう。
　女性が輝いて働き続ける社会のケアや再生産のゆくえの前に、「グロー
バルな穴」がどのように待ち受けているか、国内的政策として推進される
「男女共同参画」の目指す「差別なき世界の実現」と「弱さを包摂する社会」
への希求が、グローバル化する世界で私たちが出会うことになる移住女性
労働者という「グローバルな他者」との実存的な関わり合いの場面におけ
る、この具体的な「他者」の人権の問題と深く関わっていることを視野に
入れる必要があることに気づかざるをえないであろう。男女共同参画の規
範性には、「弱さを包摂するレジリエントな社会の構築」「グローバルな正
義」へのまなざしが問われている。
　アベノミクス・ウーマノミクスで「女性の登用」「輝く女性」の言葉が
急浮上し、急展開で「女性の活躍推進法」が施行されるに至った現在の日
本社会は、ますます格差社会化に拍車がかかり、「勝ち組・負け組」の競
争原理や自己責任の考え方が横行する状況に向かっていくことが懸念され
る。そうしたグローバル化のなかでの市場競争力確保のためにとる企業の
「雇用の柔軟化」や「ダイバーシティ」政策は、多様な人材確保に向けた
雇用戦略であり、仕事ができれば、老若・男女・障害の有無・エスニシティ・
人種の差異は問わないとするものだ。その意味でフェミニズムはネオリベ
的価値とのつばぜりあいの中にある（上野 2012）ことを改めて思い起こ
したい。
おわりに
　フェミニズムが目指してきたジェンダー平等の地平、「男女共同参画」
推進が向かう方向を見誤らないためには、本稿エピグラフから導かれた「差
別なき社会の実現」と「弱さを包摂する社会」の二つの言葉は担保してお
く必要があろう。そのうえで「弱さを包摂する社会」を「家事労働」のゆ
くえに関わらせて考えるとき、本稿が、「男女共同参画」の規範性につい
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て言いうることは何か。少なくともそれは、日本社会に「女性活躍推進法」
が施行され、家事労働の担い手とされてきた「主婦の不在化」による外国
人家事労働の導入が検討され始めているまさにこの現実を踏まえずしては
語れないであろう。ベックたちの「フェミニストは、家事移住労働を利用
する雇用主になるのか？」という問いかけを不問視してすますわけにはい
かないであろう。
　翻ってそれは、竹信が「家事ハラスメント」の言葉をもって、男女共
同参画社会のゆくえを問うこととも無関係ではない。ケアのグローバル・
チェーン化の進む世界のなかで、子どもや高齢者をケアするというこの「も
う一つの労働・家事労働」を誰が、どのように分担するか。優れてその社
会の働き方や福祉さらに産業のあり方に深くかかわることであるとすれ
ば、「この現実」との思想的・運動的・政治的対抗軸を模索している竹信
の問題意識につながることの意味を再確認しておきたい。
　「男女共同参画」の規範性への問いを「弱さを包摂する社会」の言葉に
つなぎとめ、その内実化を図ることとして位置づけた本稿は、ようやく続
く「男女共同参画を20世紀後半期のフェミニズムの広範な運動・思想・理
論の蓄積のなかに位置づける」の課題の前に立っている。そこからさらに
「ケアロジーの構築」「ケアの思想を編む」（2）につなぎたい。
注
i 日本女性学会2016年度大会シンポジウム、「女性学・ジェンダー研究は変
容を求められるのか—女性の活躍推進法時代を迎えて」清末愛砂、「女性
活躍推進法は「勝ち組女性に何をもたらすか—「育休世代のジレンマ」と
ガラスの天井」打破への動き」中野円佳、明治学院大学、６月18日。
　学術会議では「女性の活躍推進法の実効性を問う」「202030は実現可能か」
というテーマ設定のもと、討論が行われた。NGO女性グループ北京JAC
は「第４次男女共同参画基本計画」をテーマに立て連続学習会を展開中で
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ある。また、政府の男女共同参画審議会の座長役・岩田喜美枝が「男性の
生き方、働き方の変革—女性の活躍のための最大の課題—」と題して「基
本計画」「活躍法」の「女性登用」と「働き方の男性中心モデル改革」を
どう実現するか、その実践プロセスに踏み込んだ報告を行うなど、ジェン
ダー関連学会、NGO、女性運動各種団体が一気に「活躍法」と「男女共同
参画基本計画」の理念・政策としての整合性について研究・議論・運動づ
くりに取り掛かっている。取り上げたのはそのごく一部であり、「女性の
活躍推進法」にどのような関心が寄せられているか、その一端の紹介とし
て記した。
ii 行政フェミニズム、日の丸フェミニズムの呼称の出所については、堀田
碧「「男女共同参画」と「日の丸」フェミニズムとの危うい関係」天野正
子ほか編『リブとフェミニズム　新編日本のフェミニズム１』岩波書店、
2009年、竹村和子編『“ポスト”フェミニズム』「第５部討論テーマ　行政
フェミニズムのなかで、行政フェミニズムを超えて　討論・男女共同参画
の攻防」作品社、2003年をあげておく。竹村は、男女平等の名を冠せずま
た法の目的においても日本的修正を余儀なくされ、かろうじて成立を見た
「男女共同参画基本法」に「行政フェミニズム」の限界を見ておくべきこと、
そのうえで、上記鼎談において、男女共同参画の内実化をどこでどう作っ
ていくかの議論の場を設定しているのだ。
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